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令和９年度介護報酬改定に向けた要望書 

 介護現場は、深刻な人材不足に加え、物価・光熱水費等の高騰や賃金上昇への対応など、極め

て厳しい状況に直面しております。介護事業は公定価格を基本として運営されていることから、

こうした環境変化への対応には限界があり、介護サービスの安定的な提供にも影響が生じかねま

せん。 

 現在、令和９年度介護報酬改定に向けた検討が進められていることを踏まえ、介護現場の危機

的な状況を改善し、必要な介護サービスを将来にわたり安定的かつ継続的に提供できる体制を確

保するため、下記の事項について必要な措置と十分な財源を確保されるよう、要望いたします。 

 

１．介護サービスを安定的かつ継続的に提供できる経営基盤を確保するため、基本報酬を

十分に引き上げること。 

２．介護人材を確保するため、全産業と遜色のない賃金水準の実現に向け、介護従事者の

毎年の賃金改善を図るとともに、人材確保に必要な支援を講じること。 

３．物価上昇によるコスト増を適切に反映するため、以下の措置を講じること。 

・   物価動向を踏まえた毎年の対応を行うこと。 

・ 前回改定以降の物価上昇によるコスト増に対し、必要な対応・支援を行うこと。 

 


